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新型インフルエンザに関する対応について（第８報）

厚生労働大臣が定める「医療の確保、検疫、学校・保育施設等の臨時休業の要請等に

関する運用指針」（以下「運用指針」という。）の改定については、平成２１年６月１９

日付けの事務連絡（第７報）でお知らせしたところですが、運用指針の「３．サーベイ

ランスの着実な実施 (1)感染拡大の早期探知」に関し、別紙のとおり「学校における

新型インフルエンザ・クラスターサーベイランスの流れ」（以下「サーベイランスの流

れ」という。）が厚生労働省から示されました。

ついては、新型インフルエンザに関する対応に当たっては、特に下記の点に留意する

など、適切に対応くださるようお願いします。

国立大学法人におかれましては各附属学校に対して、都道府県教育委員会におかれま

しては域内の市区町村教育委員会及び所管の学校（専修学校・各種学校を含む。）に対

して、都道府県私立学校主管課におかれましては所轄の学校（専修学校・各種学校を含

む。）等に対して、周知をお願いします。



記

運用指針において、「保健所は、全ての患者（疑い患者を含む）を把握するのではな

く、放置すれば大規模な流行を生じる可能性のある学校等の集団に属する者について、

重点的に把握を行う。また、同一集団内で続発する患者についても把握を行う。この変

更に当たっては、円滑な移行期間を経て、速やかに実施する。」とされているが、この

具体的な方法について、保健所から学校の設置者及び学校に対し説明がなされる予定で

あること。その内容は、「サーベイランスの流れ」にあるとおり、保健所に対し「同一

集団（原則として同一学級又は部活動単位等）で、７日以内にインフルエンザ様症状に

よる２名以上の欠席者（教職員を含む）が発生した場合、迅速に初期から情報伝達がな

される」ことを依頼するものであること。

これを踏まえ、学校の設置者及び校長は、「サーベイランスの流れ」に基づき、保健

所と十分に連携し、適切に対応すること。

なお、「サーベイランスの流れ」の開始時期については、保健所から学校の設置者及

び校長に連絡があること。
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医療の確保、検疫、学校・保育施設等の臨時休業の要請等に関する運用指針（改定版） 

（平成21年 6月 19日 厚生労働省）（抜粋） 

 

３．サーベイランスの着実な実施 

（１）感染拡大の早期探知 

新型インフルエンザの集団における患者発生を可能な限り早期に探知し、感染

の急速な拡大や大規模な流行への発展の回避を図る。 

このため、保健所は、全ての患者（疑い患者を含む）を把握するのではなく、

放置すれば大規模な流行を生じる可能性のある学校等の集団に属する者につい

て、重点的に把握を行う。また、同一集団内で続発する患者についても把握を

行う。この変更に当たっては、円滑な移行期間を経て、速やかに実施する。 

地方衛生研究所は、これらの疑い患者の一部からの検体に対し、確認検査を

実施し、新型インフルエンザと確定した場合には、医師は、保健所への届出を

行う。 

あわせて、保健所においては、従来から学校等におけるインフルエンザの集

団発生につながる出席停止や臨時休業の状況を把握しているが、今後は、より

迅速に把握する。 

都道府県等では、これらの結果等を国へ報告するとともに、患者への対応、濃

厚接触者への対応等を含め、必要な感染拡大防止対策を実施する。 

 




